
年 月 ～ 年 安心、安定した給水サービスは継続する必要がある。

（ ）

平成25年度から水道業務第三者委託開始。

（ ）

水道法に定める水質基準に適合した給水サービスが達成できた。

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

○

○

×

○

×

○

○

○

○

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

国や県と重複のない事務事業である

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

担当部課

作成者氏名

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性 市以外が実施主体になりえない事務事業である

○

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

建設部　上下水道課(公営企業部　水道課） 0826
（47）1203

電話 チェック 備考欄（留意事項）

施設管理費

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

効
率
性

款

会計名

施設費

165,986 一般財源等

受益者負担

奥本　春義

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

項

目

対　　　象
（誰のために）

80

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

改善項目

平成28年度を目標として、簡易水道の統合と法的化
を行う。

①

②

主務課長氏名

③

効率的なモニタリング

－

改善により予算要求額変更内容

解決できていない課題

・業務委託のモニタリングを行う。
・平成27年度までに資産調査を完了し、管理、資産のシステムを構築す
る。

伊藤良治
継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

年度

年度

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

目標値
（目標年度）

年度

－

－

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

有収水量1㎥当り各施設の施設運
転管理・保守点検などの業務委託
料

・平成25年度から平成28年度までの4年間の債務負担により、委
託契約を締結した。
・統合、法的化準備のため、資産調査を完了し、管理台帳システム
を整備する。

有収水量1㎥当りの施設管理費

24年度 25年度

179.46 186.49

160.00 170.00

26年度

－

97.22

年度

93.53

100.11%

－

合計

人

指　標　名　等

105,651

必要人員

159,556 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

53.00

43.00

889,080.00

コ ス ト 4,905,454

889,080.00

900,000.00

計画値

5.52

実績値

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値
業務委託料／有収水量

対　前　年　比

㎥

計画値

コ ス ト

890,000.00

890,000.00

－

4.77

－

890,000.00

100.11% －

890,044.00

25年度

889,080.00

4,249,300

－

900,000.00

－

900,000.00 ○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている ×

43.78

100.11%

890,044.00

83,247,380

―890,000.00

－

計画値

実績値 －

－

173.00

単位当たりコスト②

対　前　年　比

コ ス ト

光熱水費ほか／有収水量
計画値 890,000.00

890,000.00

38,965,783

計画値

有収水量1㎥当りの修繕費

※有収水量
水道料金を納付していただく対象
となる給水量

0.65

単位当たりコスト①

86,432,670

890,044.00
修繕費／有収水量

今後の計画値
（計画年度）

－

38,230,446

実績値

123,892一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

簡易水道事業の水道使用者

安心･安全･安定した水道水の継続的な供給を行う。

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

簡易水道事業施設管理事業

4 平成

施　 策 水道の整備

26年度

直接事業費 154,130

大事業 簡易水道施設管理費

中事業

主な
関連

予算・
事業名

人件費 38,823

24年度 25年度

国県補助金等国県補助金等

53,905

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）コスト コスト（千円）

簡易水道事業従事職員及び管理受託事業者で、取水場、浄水場・配水池・加圧ﾎﾟﾝﾌﾟ所等の施設や配水管路の管理を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

5,426 4,828

有収水量１㎥あたりの維持
管理費コスト

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

㎥

単位

㎥

対　前　年　比

単位

　
　
成
果
指
標

単位

円

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

単位 計画値

実績値

○

×

○

人件費 27,063

有
効
性

○

事務事業の効果を適正に把握している

○

×

○

合計

×

×

○

当初予定した実施項目が達成できた

目標年度に目標を達成できそうである

受益者負担を検証している

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

コスト（千円）

161,158

－

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

― 有収水量1㎥当りの各施設の光熱
水費、通信運搬費、燃料費の計

年度

―

年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

市民への情報提供を行っている市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

人

千円

150,955

150,955

0.60

127,163

千円

人

合計

50.00

平成 18

施設管理費

簡易水道事業特別会計28

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

主要施策

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

080 建設部 上下水道課（簡易水道事業施設管理事業）.xls



年 月 ～ 年 安心、安定した給水サービスは継続する必要がある。

（ ）

平成25年度から水道業務第三者委託開始。

（ ）

水道法に定める水質基準に適合した給水サービスが達成できた。

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

○

○

×

○

×

○

○

○

○

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

国や県と重複のない事務事業である

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

担当部課

作成者氏名

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性 市以外が実施主体になりえない事務事業である

○

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

建設部　上下水道課(公営企業部　水道課） 0826
（47）1203

電話 チェック 備考欄（留意事項）

営業費用

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

効
率
性

款

会計名

水道事業費用

96,366 一般財源等

受益者負担

奥本春義

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

項

目

対　　　象
（誰のために）

82

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

解決できていない課題

業務委託のモニタリング

伊藤良治

③

1,300,000.00

年度

年度

－

－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

業務委託のモニタリング

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・平成25年度から平成28年度までの4年間の債務負担により、委
託契約を締結し、水道法上の第3者委託を含め包括的に民間委託し
た。

－

26年度

79.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

有収水量1㎥当り各施設の施設運
転管理・保守点検などの業務委託
料

目標値
（目標年度）

年度

24年度 25年度

83.27 75.06

81.00 81.00

－

37.74

年度

37.91

100.00%

－

1,300,000.00

合計

人

指　標　名　等

0

必要人員

106,911 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

65.00

16.72

1,283,933.00

コ ス ト 13,342,760

1,283,933.00

1,300,000.00

計画値

10.39

実績値

単位当たりコスト③

実績値
業務委託料／有収水量

対　前　年　比

㎥

計画値

コ ス ト

計画値

5.48

－

1,300,000.00

100.00% －

62.00

25年度

1,283,933.00

7,041,690

－

1,300,000.00

－

1,300,000.00

1,300,000.00

－

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている ×

17.66

100.00%

1,283,937.00

48,671,930

―1,300,000.00

－

計画値

実績値

15.00

14.48 12.70

15.00

－

－

14.00 （営業収益-営業費用）/営業収益

有収水量1㎥当りの施設管理費

単位当たりコスト②

対　前　年　比

コ ス ト

動力費/有収水量
計画値 1,300,000.00

実績値

22,678,598

1,283,937.00

0.80

単位当たりコスト①

48,454,945

1,283,937.00
修繕費／有収水量

今後の計画値
（計画年度）

－

－

21,467,665

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

吉田町、甲田町の上水道使用者

安心･安全･安定した水道水の継続的な供給を行う。

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

水道事業施設管理事業

4 平成

施　 策 水道の整備

26年度

直接事業費 100,233

大事業

中事業

主な
関連

予算・
事業名

人件費 96,366

24年度 25年度

国県補助金等国県補助金等

106,911

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）コスト コスト（千円）

水道事業従事職員及び管理受託事業者で浄水場４箇所・取水場１箇所・配水池５箇所・加圧ポンプ所６箇所及び配水管路約
130kmの維持管理を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

6,678 6,035

有収水量１㎥あたりの維持
管理費コスト

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

㎥

単位

㎥

対　前　年　比

単位

　
　
成
果
指
標

単位

円

単位

％
利益率

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

単位 計画値

実績値

○

×

○

人件費 105,114

有
効
性

○

事務事業の効果を適正に把握している

○

×

○

合計

×

×

○

当初予定した実施項目が達成できた

目標年度に目標を達成できそうである

受益者負担を検証している

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

コスト（千円）

90,331

－

単位当りのコスト
　　修繕費/有収水量

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

― 単位当りのコスト
　　動力費/有収水量

年度

―

年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

市民への情報提供を行っている市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

人

千円

105,114

105,114

0.75

0

千円

人

合計

平成 18

原水及び浄水・配水及び給水費

水道事業会計28

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

主要施策

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

082 公営企業部 水道課（水道事業施設管理事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

窓口、電話等で事業の概要を説明している。

款 4

国や県と重複のない事務事業である

1

5.00

伊藤　良治

チェック

実績報告に基づき、掘削深度、水質用水量等を検収済み。

飲用水供給施設整備補助金要綱に基づき執行している。

簡易水道等の給水区域を短期間で解消することは多額の事業費
を必要
とし、財源的に困難である。飲用水が不足する地域においては
生活用水確保と公平性からこの事業を継続する必要がある。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている4

電話
松長　将一

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.10

3,215

0826
（47）1203

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

環境衛生総務管理費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

衛生費

保健衛生費

建設部　上下水道課(公営企業部　水道課）担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

98

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・認可区域内であるが、すぐに給水できない地域においては、水道
普及後の加入を条件に補助金を交付する。
（甲田町火の谷、庄谷地区）

・美土里町矢賀横田地区の　水道未普及地域に着手し、今後も、未
普及地域の解消事業を推進するため、次第に事業数は減少方向にあ
る。

解決できていない課題

③

3,215

6.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

補助件数(旧高宮町分387件を含んだ
累計)/未給水区域戸数(概算1600戸)

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

6.00

－

34.31 34.56

34.00 35.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

計画値

コ ス ト

計画値

16.00

合計

人

指　標　名　等

11,163

必要人員

11,163

－

803,500.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

補助対象件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 11,163,000

4.00

一般財源等合計

8.00

25年度

15.00

3,214,000

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

○

－

26.67% －

744,200.00

計画値

－

計画値

実績値

上水道が全域に普及しておらず、すぐには上水道の未普地域の解消を図ることが出来ないため
必要な方策である。

－

－

35.00

人

千円

0.20

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

年度

―

0

実績値

3,500一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

飲用水の確保

未給水区域を多く抱える旧高宮町において、飲用水を目的とするボーリング又は掘削方式による水源を整備する者に対し、
補助金を交付する規則を平成6年に定め、運用していた。新市になり、その規則は要綱として引き継がれ、平成18年から全
市の未給水区域を対象に運用を始める。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,410

24年度 25年度

国県補助金等

環境衛生費

環境衛生費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市が経営する水道事業、簡易水道事業及び飲料水供給事業による給水区域及び計画給水区域外の地域で飲用水が不
足する住民を対象とする。

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

27

飲用水供給施設整備費補助事業

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 9,494

人件費 0

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

率

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
未給水区域のカバー率

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

×

3,500

コストは補助金と人件費の合計額

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

×

○

○

○

○

○

合計

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

3,500

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた0

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

1,669

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

805

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 水道の整備
1

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

098 建設部 上下水道課（飲用水供給施設整備費補助事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

×

×

款 1

国や県と重複のない事務事業である

1

7.00

伊藤　良治

チェック

簡易水道事業について、市民からの理解を得るとともに、水道
法に定める水質基準に適合した給水サービスが達成できた。
有収率・普及律の向上や、適正な料金の見直しにより、一般会
計からの繰入額の減少を目指す。また、これらの課題を解決
し、計画的な運営を行うためにも、早期の水道ビジョンの策定
が必要となる。

平成22年度から施設の保守点検、運転管理等の技術的な業
務、平成23年度から窓口、料金会計の業務委託を開始。
平成25年度から、複数年契約の水道法に定める第３者委託
（包括民間委託）に移行し、効率的な事業運営を行った。

安心、安定した給水サービスは継続が必用である。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
高藤　誠

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.35

190,483

0826
（42）1204

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

建設部　上下水道課(公営企業部　水道課）担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

551

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

水道ビジョンの策定。

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・水道事業中期経営計画の策定、見直し。
・料金の統一（平成23年度）

解決できていない課題

・水道未普及知己の解消。水道普及率の向上。
・水道ビジョンの策定。

③

250,039

7.00

H28 年度

年度

H30

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

水道未普及地域の解消、普及率の向上。

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

普及率見込86.1%
（平成19年度料金改定業務時の推計値）

9,809

－

年度－

5.00

4.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

①財政状況公表（予算・決算）
②通知による凍結防止対策の周知

目標値
（目標年度）

3.00

24年度 25年度

4.00

238,510

7.00

4.00

－

9,882 9,711

9,780 9,780

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

239,493

計画値

コ ス ト

計画値

28.00

合計

人

指　標　名　等

166,948

必要人員

252,127

99.13%

－

101,500

回 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

市債償還元金・利子
242,600

浄水場見学受け入れ

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 101,500

2.00

一般財源等合計

29.00

25年度

1.00

203,000

－

239,737

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

×

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

×

－

200.00% －

101,500

計画値

－

計画値

実績値

90.0085.00

79.83 79.84

一般的な経理事務

86.00

5.00

5.00 5.00

－

－

87.00

9,780

給水人口÷区域内人口

4.00

人

千円

241,592

0.35

単位当たりコスト①

4.00

26年度

人

千円

平成24年度
元金　168,564千円
利子　73,028千円
平成25年度
元金　169,638千円
利子　69,855千円

年度

13.00

H27

85,179

実績値

204,878一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

簡易水道事業特別会計

・市広報誌等を通じ、財務状況、水質管理状況、包括民営化に向けた取り組み等について周知し、簡易水道事業について理
解を得る。
・簡易水道事業の財産を管理し、使用者への安定した給水サービスを継続する。

・広報紙等で、財政状況(予算、決算）を公表、冬季の水道管凍結防止、簡易水道事業への理解と加入促進を図る。
・職員研修により、水道技術や経営・管理の能力向上を図り、簡易水道事業の財産を適正に管理、保全する。
・建設事業執行のための市債の借入と償還を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等247,223

24年度 25年度

国県補助金等

一般管理費

簡易水道事業一般管理費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

・簡易水道事業の水道使用者及び未加入者

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

26

簡易水道事業経営管理事業

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 249,206

人件費 59,556

活
動
・
結
果
指
標

広報あきたかた掲載回数
単位

単位

校

単位

千円

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

％
簡易水道普及率

指標化できない成果

計画値

実績値
簡易水道給水人口

指　標　名

5.00 －
各種研修等延べ参加回数

単位 計画値 5.00

回 実績値

26年度

○

249,632

目標値は安芸高田市内の全小学校数
高宮町（川根、船佐中央、来原）
美土里町（美土里）向原町（向原）
八千代町（刈田、根野）
25年度は刈田・向原小学校の児童が
見学、中電工が説明。

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

○

×

○

×

○

○

○

○

○

○

合計

×

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

249,632

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた44,754

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

2,921

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,816

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 水道の整備

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

551 建設部 上下水道課（簡易水道事業経営管理事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 水道の整備

29 3

12,938

61,153

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

12,472

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた23,300

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

650,000

○

×

○

×

合計

×

×

○

×

×

×

×

○

○

650,000

八千代地区
（工事費+調査費+事務費）÷布設
延長
水道管は導水・送水・配水管であ
る。

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
整備率

指標化できない成果

計画値

実績値
整備率

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

ｍ

単位

箇所

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 119,548

人件費 82,215

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

26

簡易水道事業建設改良事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

施設建設費

簡易水道事業施設建設費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

①簡易水道給水区域の住民
　（○八千代町八千代給水区　計画給水人口4,400人　○美土里町横田給水区　計画給水人口560人）
②下水道整備、道路改良、圃場整備事業

コスト コスト（千円） コスト（千円）

簡易水道事業特別会計

406,740

①安全な水質の飲料水を安定的に供給するため。
②各事業の整備を容易にするため。

①安全な水をつくり、安定した水量を給水区域内住民に供給する施設を整備する。
　1,567,029千円（八千代町八千代給水区の全体事業費）　858,980千円（美土里町横田地区の全体事業費）
②下水道整備、道路改良、圃場整備工事の支障となる水道施設を、それぞれの事業者から負担金を徴し、移設を行い、各事
業の整備を容易にする。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等341,278 217,186

実績値

219,960一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

― 美土里町横田地区
（工事費+調査設計費+用地補償費
+事務費）÷施設整備箇所数
施設は、水道管を除く取水・浄
水・配水施設である。

年度

8,347.00

H28

人

千円

H28

1.55

単位当たりコスト①

下水道、道路改良、圃場整備事業等の実施により支障となる、水道施設を移転する工事もあ
り、流動的なところもある。

27.00

－

－

67.17

80.92

累計事業費÷総事業費
（858,980千円）
美土里町横田地区

計画値

実績値

100.001.70

1.40 26.80

－

147.97% －

42,508.90

6,956.002,900.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

×

一般財源等

12,322,060

合計

128.00

25年度

1,418.90

67,530,582

－

4.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 60,315,880

2,099.60

取水・浄水・配水施設

水道管布設延長

－

実績値

計画値

－

32,163.55

実績値

単位当たりコスト③

実績値
水道管布設延長

対　前　年　比

ｍ

計画値

コ ス ト

計画値

126.00

合計

人

指　標　名　等

71,333

必要人員

132,486 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

44,417,950

11,104,487.50

4.00

3.00

1,605.00

－

74.00 78.20

74.00 78.00

－

24年度 25年度

6,174.20

173,283,800

28,065.79

6,530.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

美土里町横田地区
（工事費+調査費+事務費）÷布設
延長
水道管は導水・配水管である。

目標値
（目標年度）

年度

累計事業費÷総事業費
（1,567,029千円）
八千代地区

100.00

－

H28 年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

水道未普及地域の解消と新たな水源の確保。

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

353,750

1,283.00

H28 年度

年度

H28

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

八千代地区については、平成23年度の事業再評価により、事業を平
成28年度まで延長し、水量拡張、増補改良を継続して行う。美土里
町矢賀横田地区の未普及解消事業は平成24年度から着工し、平成
28年度完了を目標としている。平成25年度以降は、さらに市内の
未給水区域の解消について、検討を行った。

解決できていない課題

・簡易水道事業の統合により、連絡管工事に着手し、併せて、水道未普
及地域の解消を目指す。
・新たな水源を確保し、安定的な給水を行う。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

552

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

施設費

施設建設費

建設部　上下水道課(公営企業部　水道課）担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

1.55

54,349

0826
（47）1203

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
田中哲也

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

伊藤　良治

チェック

①計画事業費の予算確保が難しいため、八千代地区での工事を
延伸している。
②専門技術者がいない。
③業務量が多いため、能力開発にあてる時間がない

給水装置工事の施工については、工事費の一部について使用者
の負担を求める方策の検討が必要である。

①整備計画策定時推計人口と実人口の差に、差が生じている。
（計画給水人口14,606人，区域内人口12,692人）
②給水装置工事を、加入促進のため市の単独事業で事業実施期
間内に行っている。
③住環境整備の一環として、必要な事業である。

①事業採択時の整備内容説明による実施同意だけとなってい
る。
②給水開始に伴う加入手続きを行っている。

×

○

款 2

国や県と重複のない事務事業である

2

635.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

552 建設部 上下水道課（簡易水道事業建設改良事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 水道の整備

26 3

13,356

148,000

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

12,875

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた33,076

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

247,961

○

○

×

合計

○

×

○

×

○

○

○

○

○

247,961

施設の更新（吉田給水区、甲田給
水区）、修理の必要箇所

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
基幹管路耐震化率

指標化できない成果

計画値

実績値

水質検査結果
（濁度・色度・塩素濃度

等）

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

箇所

単位

ｍ

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 190,483

人件費 57,889

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

水道事業建設改良事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

原水及び浄水施設新設改良費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

吉田町、甲田町の上水道区域住民

コスト コスト（千円） コスト（千円）

水道事業会計

198,000

施設の更新・改良を行い、安全で良質な水の供給体制を維持する。

老朽化した施設の更新及び安定した水供給のための管路の新設と口径の増径を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等160,226 115,212

55,723

実績値

1.60

16,885一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

管路の新設、増径工事（吉田給水
区、甲田給水区）

年度

人

千円

1,464.00

1.60

単位当たりコスト①

28.00

－

－

28.00

100.00

広島県内の耐震化率は約28％で
ある。

計画値

実績値

28.00

25.90 25.90

－

200.00% －

96,500,000.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

○

一般財源等

70,180,000

合計

133.00

25年度

1.00

12,296,000

－

3,500.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 96,500,000

2.00

管路の更新
3,410.00

施設の更新

－

実績値

計画値

268.92%

－

6,148,000.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

130.00

合計

人

指　標　名　等

116

必要人員

203,839 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

140,917,000

35,792.9947,937.16

3,937.00

5,200.00

2.00

－

100.00 100.00

100.00 100.00

－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

安全な水の供給

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

水道ビジョン・アセットマネジメント策定

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

173,101

1.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

更新改良が必要な施設の把握、優先順位付け、年度配分計画を樹立
する。

解決できていない課題

水道施設の更新、耐震化計画等アセットマネジメントおよび、水道ビ
ジョンを策定。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

556

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

資本的支出

建設改良費

建設部　上下水道課(公営企業部　水道課）担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

1.60

0

0826
（42）1203

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
田中　要

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

伊藤　良治

チェック

安定給水を継続するためには、施設の更新改良は必要である。

×

款 1

国や県と重複のない事務事業である

1

1.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

556 建設部 上下水道課（水道事業建設改良事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

款 １

国や県と重複のない事務事業である

１

6,300.00

伊藤良治

チェック

使用者負担の公平性の確保

包括民営化(民活導入・料金事務を含む)の方向性を定める
【平成２１年度】。

平成２３年度から料金統一。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている４

電話
下野直生

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.65

0

0826
（47）1203

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

事業費

営業費用

建設部　上下水道課(公営企業部　水道課）担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

557

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

簡易水道の事業統合。

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・平成１８年度から検針月を統一(隔月検針、隔月調定)。
・平成２１年度水道料金調整改定。平成２３年度水道料金統一。
・平成２３年度窓口・料金関係の業務委託(委託先・中電工)。
・平成２４年度末に、平成２５年度から平成２８年度までの４年間
の債務負担行為により、委託契約を締結し、水道法上の第三者委託
を含め包括的に民間委託した。

解決できていない課題

・新公営企業への適用（平成２６年度）みなし償却財産、長期借入資本
金の扱い、退職引当金の取り扱い。
・事業統合後の健全な事業経営のため、水道料金の値上げ等、資金調達
の検討が必要。

③

21,082

6,600.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

新公営企業法への適用。

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

収納額/調定額×100

－

年度－

96.29%

1,800.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

※給水停止執行に係る件数は、停止件
数ではなく訪問件数

口座件数÷調定件数

目標値
（目標年度）

476.00

1,859.00

24年度 25年度

1,500.00

1,790.00

442.00

1,900.00

6,500.00

430.00

－

98.68 98.66

99.00 99.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

1,945.00

計画値

コ ス ト

計画値

57.00

合計

人

指　標　名　等

0

必要人員

17,877

94.88%

－

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値
催告書発送件数

対　前　年　比

件

督促状発送件数
2,100.00

納付書発行件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

6,481.00

一般財源等合計

54.00

25年度

6,530.00

－

2,000.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

－

99.25% －

1,750.00

計画値

－

計画値

実績値

45.00

49.82 47.90

50.00

81.60

82.00 82.00

－

－

48.00

98.70

収納額/調定額×100

400.00

人

千円

2,050.00

0.70

単位当たりコスト①

450.00

26年度

人

千円

年度

17,877

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

水道事業会計

納期限内に納付してもらい、滞納者を減らし、収納率を上げると共に、使用者負担の公平性を保つ。

職員、検針員が量水器の検針を行い、検針票において使用量、水道料金を通知し調定を行い、、後日納入通知書を発送又は
口座引落によって水道料金の収納を行う。４月、６月、１０月、１２月、２月分水道料金調定（隔月検針・隔月調定）
督促状発行、催告書発行、給水停止予告書発送、給水停止執行を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等15,851

24年度 25年度

国県補助金等

総係費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

水道事業の水道使用者

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

26

水道事業窓口料金関係業務

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 12,034

人件費 21,082

活
動
・
結
果
指
標

給水停止予告・執行
発送件数

単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
収納率(過年)

指標化できない成果

計画値

実績値
収納率(現年)

指　標　名

81.90 －
口座振替率

単位 計画値 85.00

％ 実績値

26年度

×

19,151

納付書郵送件数

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

×

×

○

×

×

○

○

合計

×

×

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

19,151

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた19,151

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

5,843

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

5,231

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 水道の整備

29 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

557 公営企業部 水道課（水道事業窓口料金関係業務）.xls



年 月 ～ 年 安心、安定した給水サービスは継続する必要がある。

（ ）

平成25年度から水道業務第三者委託開始。

（ ）

水道法に定める水質基準に適合した給水サービスが達成できた。

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

○

○

×

○

×

○

○

○

○

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

国や県と重複のない事務事業である

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

担当部課

作成者氏名

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性 市以外が実施主体になりえない事務事業である

○

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

建設部　上下水道課(公営企業部　水道課） 0826
（42）1203

電話 チェック 備考欄（留意事項）

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

効
率
性

款

会計名

 1総務費、2施設費、3公債費

17,127 一般財源等

受益者負担

奥本春義

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

項

目

対　　　象
（誰のために）

554

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

改善項目

平成28年度を目標として、簡易水道の統合と法的化
を行う。

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

解決できていない課題

・業務委託のモニタリングを行う。
・平成27年度までに資産調査を完了し、管理、資産のシステムを構築す
る。

伊藤良治

③

10,000.00

年度

年度

－

－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

効率的なモニタリング

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・平成25年度から平成28年度までの4年間の債務負担により、委
託契約を締結した。
・統合、法的化準備のため、資産調査を完了し、管理台帳システム
を整備する。

－

26年度

1,600.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

24年度 25年度

1,683.35 1,667.67

1,550.00 1,550.00

－

年度

－

合計

人

指　標　名　等

15,252

必要人員

17,288 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

37.00

520.20

コ ス ト 652,750

10,270.00

計画値

63.56

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

48.56

－

10,000.00

100.00% －

29.00

25年度

10,270.00

498,750

－

10,000.00

－

10,000.00

10,000.00

－

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている ×

610.65

100.00%

－

計画値

実績値

100.00100.00

99.99 100.00

100.00

－

－

100.00 目標値　100％

有収水量1㎥当りの施設管理費

単位当たりコスト②

対　前　年　比

コ ス ト

委託料/有収水量
計画値 10,000.00

実績値

6,271,335

10,270.00

0.45

単位当たりコスト①

10,270.00
修繕費/有収水量

今後の計画値
（計画年度）

－

－

5,342,430

実績値

12,757一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

飲料水供給事業の水道使用者

飲料水供給事業の財産を管理し、使用者への安定した給水サービスを継続する。

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

飲料水供給事業管理運営事業

4 平成

施　 策 水道の整備

26年度

直接事業費 13,531

大事業

中事業

主な
関連

予算・
事業名

人件費 1,993

24年度 25年度

国県補助金等国県補助金等

2,036

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）コスト コスト（千円）

飲料水供給事業の財産を管理、保全する。
事業執行のための市債の借入と償還。
事業従事職員、管理受託者で施設管理を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

3,757 2,816

有収水量１㎥あたりの維持
管理費コスト

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

㎥

単位

㎥

対　前　年　比

単位

　
　
成
果
指
標

単位

円

単位

％
現年度水道使用料収納率

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

単位 計画値

実績値

○

×

○

人件費 2,074

有
効
性

○

事務事業の効果を適正に把握している

○

×

○

合計

×

×

○

当初予定した実施項目が達成できた

目標年度に目標を達成できそうである

受益者負担を検証している

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

コスト（千円）

14,311

－

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

―

年度

―

年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

市民への情報提供を行っている市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

人

千円

14,831

14,831

0.35

15,134

千円

人

合計

平成 18 飲料水供給事業特別会計28

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

主要施策

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

554 建設部 上下水道課（飲供事業管理運営事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

款 1

国や県と重複のない事務事業である

1

4,000.00

伊藤　良治

チェック

使用者負担の公平性の確保

平成２１年度から民間委託を行っている。

平成２３年度から料金統一。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
下野直生

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.50

10,433

0826
（47）1203

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

簡易水道事業一般管理費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

建設部　上下水道課(公営企業部　水道課）担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

553

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・平成１８年度から検針月を統一(隔月検針、隔月調定)。
・平成２１年度水道料金調整改定。平成２３年度水道料金統一。
・平成２３年度窓口・料金関係の業務委託(委託先・中電工)。
・平成２４年度末に、平成２５年度から平成２８年度までの４年間
の債務負担行為により、委託契約を締結し、水道法上の第三者委託
を含め包括的に民間委託した。

解決できていない課題

平成２８年度に水道事業に統合、公営企業法の適用を受けるため、資産
の調査をこなっている、健全な事業経営のため、水道料金の値上げ等、
資金調達の検討が必要。

③

12,467

4,000.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

収納額/調定額×100

－

年度－

90.07%

950.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

゜

口座件数÷調定件数

目標値
（目標年度）

329.00

987.00

24年度 25年度

750.00

889.00

271.00

1,000.00

4,000.00

260.00

－

99.60 99.48

99.00 99.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

1,025.00

計画値

コ ス ト

計画値

41.00

合計

人

指　標　名　等

6,893

必要人員

10,410

91.52%

－

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値
催告書発送件数

対　前　年　比

件

督促状発送件数
1,000.00

納付書発行件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

4,069.00

一般財源等合計

41.00

25年度

4,000.00

－

1,100.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

－

101.73% －

880.00

計画値

－

計画値

実績値

37.00

22.00 24.52

25.00

84.83

85.00 85.00

－

－

25.00

99.00

収納額/調定額×100

200.00

人

千円

1,120.00

0.50

単位当たりコスト①

300.00

26年度

人

千円

年度

3,517

実績値

6,663一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

簡易水道事業特別会計

1,456

納期限内に納付してもらい、滞納者を減らし、収納率を上げると共に、使用者負担の公平性を保つ。

職員、検針員が量水器の検針を行い、検針票において使用量、水道料金を通知し調定を行い、、後日納入通知書を発送又は
口座引落によって水道料金の収納を行う。４月、６月、１０月、１２月、２月分水道料金調定（隔月検針・隔月調定）
督促状発行、催告書発行、給水停止予告書発送、給水停止執行を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等8,444

24年度 25年度

国県補助金等

一般管理費

一般管理費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

簡易水道事業の水道使用者

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

26

簡易水道事業窓口・料金関係業務

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 6,236

人件費 2,034

活
動
・
結
果
指
標

給水停止予告・執行
発送件数

単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
収納率(過年)

指標化できない成果

計画値

実績値
収納率(現年)

指　標　名

84.70 －
口座振替率

単位 計画値 86.00

％ 実績値

26年度

×

8,119

納付書郵送件数

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

×

×

○

×

×

○

○

合計

×

×

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

8,119

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

4,174

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

4,023

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 水道の整備
1

29 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

553 建設部 上下水道課（簡易水道事業窓口・料金関係業務）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 水道の整備

27 3

5,009

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

5,231

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた107,070

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

107,070

○

○

○

○

合計

×

○

○

○

○

×

○

×

○

○

○

107,070

目標値は安芸高田市内の全小学校
数
吉田小学校区（吉田、郷野、可
愛）甲田小学校区（甲立、小田、
小田東）吉田・郷野小学校が坂巻
浄水場を見学、管理者の中電工が
説明。

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

5.00 －
各種研修等延べ参加回数

単位 計画値 5.00

回 実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
水道事業加入率

指標化できない成果

計画値

実績値
営業収支比率

活
動
・
結
果
指
標

広報あきたかた掲載回数
単位

単位

校

単位

千円

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 93,629

人件費 103,206

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

水道事業経営管理事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

配水及び給水費・総係費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

・水道事業の水道使用者及び未加入者

コスト コスト（千円） コスト（千円）

水道事業会計

・市広報誌等を通じ、財務状況、水質管理状況、包括民営化に向けた取り組み等についてお知らせし、水道事業について理
解を得る。
・水道事業の財産を管理し、使用者に安定した給水サービスを継続する。

・広報紙等で、財政状況(予算、決算）を公表、冬季の水道管凍結防止、水道事業への理解と加入促進を図る。
・職員研修により、水道技術や経営・管理能力の向上を図り、水道事業の財産を適正に管理、保全する。
・建設事業執行のための市債の借入と償還を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等97,975

98,638

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

平成25年3月31日借入資本金
1,217,370千円
平成25年度末借入資本金
1,217,370千円

年度

13.00

H27

4.00

人

千円

59,951

0.60

単位当たりコスト①

4.00

一般的な経理事務

97.00

5.00

5.00

－

－

97.00

120.00

給水人口÷区域内人口（13,357÷
14,090）
（人口減少による加入率減が発生）

計画値

実績値

97.0096.50

94.69 94.80

－

200.00% －

101,500.00

198,000

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

×

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

一般財源等合計

54.00

25年度

1.00

203,000

－

62,393

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 101,500

2.00

企業債償還金
(元金）

53,951

浄水場見学受け入れ

－

実績値

計画値

106.96%

－

101,500.00

回 実績値

単位当たりコスト③

実績値
企業債借入額

対　前　年　比

千円

計画値

コ ス ト

計画値

49.00

合計

人

指　標　名　等

0

必要人員

98,638 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

64,123

72,667

6.00

4.00

－

111.97 117.20

120.00 120.00

－

3.00

63,000

24年度 25年度

127,000

114,400

4.00

181.59%

140,000

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

①財政状況（予算・決算）の公表等
②通知による凍結防止対策の周知

建設改良費支出に充当する

目標値
（目標年度）

年度

営業収益÷営業費用（249,117千円
÷212,560千円）
100%以上の安定経営の継続

－

年度－

4.00

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

水道ビジョンの策定

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

103,206

6.00

H27 年度

年度

今年度までに実施した改善内容

・中期経営計画の策定、見直し。
・料金の統一

解決できていない課題

・水道ビジョンの策定。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

555

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

水道事業費用

営業費用

建設部　上下水道課(公営企業部　水道課）担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.65

0

0826
（42）1204

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
高藤　誠

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

伊藤　良治

チェック

市内全体の人口が減少する中、区域内人口・営業収益が減少し
たため、指標数値が未達成となっている。

平成１８年度に中期経営計画の策定が完了した。この成果に基
づき、平成20年度に料金統一を検討し、平成２１年度に調整
のための料金改定、平成23年度に料金統一を行った。
平成２２年度から施設の保守点検、運転管理等の技術的な業
務、平成２３年度から窓口、料金会計の業務委託を開始。
平成２５年度から、複数年契約の水道法に定める第三者委託
（包括民間委託）に移行し効率的な事業運営を行った。

安心、安定した給水サービスは継続が必用である。

×

×

款 1

国や県と重複のない事務事業である

1

6.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

555 建設部 上下水道課（水道事業経営管理事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 5

施　 策 下水道の整備
1

27 3

10,434

99,050

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

10,059

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた6,720

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

164,200

○

○

○

○

○

合計

×

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

×

164,200

整備計画区域内に設置する汚水管
の総延長36.1km
年度計画延長2,929mの内
1,098mは翌年度繰越

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
汚水処理能力

指標化できない成果

計画値

実績値
下水道面整備率

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

ｍ

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 186,513

人件費 8,140

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

21

公共下水道施設整備事業

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

施設建設費

公共下水道施設建設費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

下水道事業認可区域（吉田処理区）市民

コスト コスト（千円） コスト（千円）

公共下水道事業特別会計

108,800

下水道を整備する事により、安全で快適な生活環境を確保すると共に、公共水域の水質保全を図る。

道路に下水道管を敷設する又は下水処理場を建設して、各家庭・事業所から排出される排水を処理し公共水域に排出する。
根拠法：下水道法　　　根拠法令：安芸高田市公共下水道条例

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等155,791 61,100

22,560

実績値

1.25

48,680一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

－

人

千円

1.25

単位当たりコスト①

50.00

－

－

50.00

100.00

整備済み処理能力÷整備処理能力
１，３００㎥/日　２，６００㎥/日

計画値

実績値

50.0050.00

50.00 50.00

－

73.96% －

79,552.05

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等合計

104.00

25年度

2,475.70

165,850,000

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 196,947,000

1,831.00
汚水管渠施工延長

－

実績値

計画値

－

90,578.92

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

101.00

合計

人

指　標　名　等

75,337

必要人員

196,947 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

2,929.00

－

89.80 98.20

94.90 98.80

－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

整備済み面積÷整備計画面積
１７５．０ha　１７８．２ha

100.00

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

165,850

5,624.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

市全体の下水道整備計画を見直した。
吉田処理区については、用途区域内178.2haを公共下水道とし、特
環で計画していた区域（丹比、可愛、柳原地区）を浄化槽区域に見
直した。
H23年度に事業再評価を行い認可変更を行った。

解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

100

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

施設費

施設建設費

建設部　上下水道課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

1.25

96,610

0826
（47）1204

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

施設建設費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
廣田　聖二

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

上本　文生

チェック

職員の能力開発については、職員の体制及び予算的措置を行
う。

整備に多くの費用と期間を要するため、工法の見直し等コスト
縮減を図っている。

安全で快適な生活環境を確保するため、公共用水域の水質保全
を図る事業として必要である。

工事施工に当たっては、関係者への工事説明会、完成後には供
用開始説明会を開催している。

×

○

款 2

国や県と重複のない事務事業である

2

2,273.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

100 建設部 上下水道課（公共下水道施設整備事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

○

職場の能力開発については、職場の体制を整える。

○

○

○

国や県と重複のない事務事業である

整備に多くの費用と期間を要するため、工法の見直し等コスト
縮減を図り事業を進めている。

安全で快適な生活環境を確保するため、公共用水域の水質保全
を図る事業として必用である。

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

○

○

担当部課

作成者氏名

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
平野　良生

市民のニーズを的確に把握している

備考欄（留意事項）

2

建設部　上下水道課 0826
（47）1204

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

課長　上本　文生

チェック

×

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

2

1.55

7,055

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

単位あたりコストを削減することはできない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

市以外が実施主体になりえない事務事業である

施設費

施設建設費 緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

項

目

3

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である施設建設費

中事業

主な
関連

予算・
事業名

会計名 22

款

101

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

解決できていない課題

③

17,085

435.00

年度

年度

100.00

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

－

－

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

市全体の下水道計画を見直した。
八千代処理区は、150.2haを見直し37.2haとした。（H23）
甲田処理区は、106haを見直し105haとした。（H24）
向原処理区は、中央処理区と南処理区を統合し、向原中央浄化セン
ターで処理することとした。（H24）
計画見直しにより八千代、向原南浄化センター用地の用地が過大とな
る部分の補助金、起債の返還が完了した。（補助金H23、起債H24）

整備済み面積÷整備計画面積
　37.2ha　　  37.2ha
平成25年度完了

24年度 25年度

99.73 100.00

99.00 100.00

26年度

－

－

年度

－

100.00

合計

人

指　標　名　等

16,050

必要人員

32,820 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

126.00

コ ス ト 32,820,000

計画値

110,505.05

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

120.00

49,591.40

－

―

31.31% －

一般財源等合計

128.00

25年度

297.00

4,612,000

－

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

計画値

－

実績値

－

－

100.0067.20

67.20 67.20

67.20 整備済み処理能力÷整備処理能力
　820㎥/日　　1,220㎥/日

計画値

実績値

汚水管渠施工延長

年度

今後の計画値
（計画年度）

67.20

－

人1.55

単位当たりコスト①

単位当たりコスト②

対　前　年　比

コ ス ト

93.00

千円

年度

18,800.00

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

特定環境保全公共下水道施設整備事業

4

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 5

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

下水道事業認可区域(八千代処理区・甲田処理区・向原処理区)の市民。

下水道を整備することにより、安全で快適な生活環境を確保するとともに公共用水域の水質保全を図る。

八千代処理区・甲田処理区・向原処理区

主要施策

施　 策 下水道の整備
2

施設建設費

26年度

直接事業費 19,882

大事業

人件費 7,780

24年度 25年度

国県補助金等国県補助金等

10,820

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）コスト コスト（千円）

4,612 2,250

0人件費

道路下に埋設する下水道管と汚水を処理する汚水処理施設を建設し、各家庭・事業所から排出される汚水を下水道管で集合
し、汚水処理施設できれいな水に処理し公共用水域に放流する。
根拠法　下水道法、　根拠条例　安芸高田市公共下水道条例

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

12,938

5,950

12,473

コスト（千円）

0

下水道面整備率

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

ｍ

単位

箇所

対　前　年　比

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
汚水処理能力

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

単位 計画値

実績値 －

人

○

○

○

○

○

○

○

○

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

○

○

○

○

合計

×

○

○

×

専門性をもった人材を活用できている

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

目標年度に目標を達成できそうである

受益者負担を検証している

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

0

0

整備計画区域内に設置する汚水管
の総延長（八千代処理区）
管路工事は、平成25年度完了し
た

市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

千円

特定環境保全公共下水道事業特別会計27 3平成

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

工事の施工に当たっては、関係者への工事説明、完成後には供
用開始の説明を行なっている。

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

101 建設部 上下水道課（特定環境保全公共下水道施設整備事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

平成 18

施設建設費

浄化槽整備事業特別会計29 3

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

主要施策

款
主な
関連

予算・
事業名

会計名

人

千円

111,000

111,000

1.90

48,252

千円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

広報誌やHPで啓発を行っている事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

市民への情報提供を行っている市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

260.00 本年度は計画値より実績値が上
回ったのは，来年度に消費税が増
税される事に影響され，例年より
多くの浄化槽設置希望があったも
のと思われる。

年度

696.00

H28

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

目標年度に目標を達成できそうである

受益者負担を検証している

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

コスト（千円）

108,224 46,221

－

○

○

×

○

合計

○

○

○

○

○

人件費

45,954

11,100

有
効
性

○

単位 計画値

実績値

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
整備進捗率

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

浄化槽整備率

活
動
・
結
果
指
標

地元説明会
単位

単位

人

単位

基

対　前　年　比

単位

コスト コスト（千円）

負担金２２万円により、市が合併処理浄化槽を設置する。公共下水道などの集合処理の汚水処理能力と比べても遜色ない合
併処理浄化槽は、集合処理区域と同様にトイレを水洗化して快適な文化生活を営めるようにするだけでなく、水質汚濁の原
因である台所・風呂・洗濯などの生活排水もきれいにし、公共水域の水質保全を図る。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

15,783

39,594

15,289人件費 29,040

24年度 25年度

国県補助金等国県補助金等

23,760

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

施　 策 下水道の整備

26年度

直接事業費 91,282

大事業 浄化槽施設建設費

中事業

2

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

下水道（集合処理区域）の整備区域以外の地域における、合併処理浄化槽の設置希望者

公共水域の水質保全を図り、安全で快適な生活環境を確保する。

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

浄化槽市町村整備推進事業（市設置）

4 平成

実績値

53,946一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

年度

人1.90

単位当たりコスト①

373.00
生活排水処理人口

H28

今後の計画値
（計画年度）

－

107,065,000

単位当たりコスト②

対　前　年　比

コ ス ト

浄化槽設置基数
計画値 130.00

64.90

－

－

70.27

53.00

設置累計基数／計画基数
1,697基　　　2,600基

計画値

実績値

79.9060.60

59.90 65.27

888,585.75

125.23%

－

123,513,419

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

123,513,419

139.00

－

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている ×

合計

158.00

25年度

320.00

－

－

130.00

－

130.00

312.00

－

331,135.17

－

348.00

116.56%

回 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

154.00

964,549.55

コ ス ト 107,065,000

111.00

計画値

334,578.13

実績値

合計

人

指　標　名　等

43,711

必要人員

107,065 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

1.00

年度

－

整備済累計人口／処理計画人口
8,006人／15,572人
下水道等整備状況による

24年度 25年度

49.20 51.41

49.80 51.40

26年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

286.00

H28 年度

年度

H28

57.00

－

－

改善により予算要求額変更内容

解決できていない課題

管路整備による集合処理での維持管理と同等な使用料金体系から，浄化
槽での個別処理での個人負担分（ブロアー電気代，清掃時の水道代，ポ
ンプUP施工及び電気代，外部破損時の修理費など）について，集合処理
との整合性が必要。
平成24年度に担当者会議で全国浄化槽推進市町村協議会より『浄化槽施
工基準策定マニュアル（案）』配布されたが，当市の施工ではマニュア
ルに則していない部分がある。

上本　文生

③

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

改善項目

①

②

主務課長氏名

対　　　象
（誰のために）
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事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

123,513 一般財源等

受益者負担

舩川　雅弘

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

項

目

1

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

処理区

効
率
性

2

市以外が実施主体になりえない事務事業である

施設費

施設建設費

2

1

電話 チェック 備考欄（留意事項）

様々な文献や他市町の意見をもとに個人の考えで施工等を決定
している部分があり，適正とは言い切れないところがある。
1者随意契約であるため入札に関する事務量は少なくなるが，
競争入札で無いため契約額が割高となっている。

市設置浄化槽事業利用者から個別処理（浄化槽）より集合処理
（公共下水道等）が良かった等の声があった。これは個別処理
は，集合処理より個人負担が多くなるためであると思われる。

○

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

建設部　上下水道課 0826
（47）1204

担当部課

作成者氏名

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

○

×

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

国や県と重複のない事務事業である

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

本年度は計画値より実績値が上回ったのは，来年度に消費税が
増税される事に影響され，例年より多くの浄化槽設置希望があ
り，逆に来年度以降は大幅に減るものと思われる。
整備速度は景気による個人の設置意思に左右されやすいため，
消費税増税される来年度以降は目標達成に影響が出ることが懸
念される。

×

○

○

○

○

○

×

×

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

103 建設部 上下水道課（浄化槽市町村整備推進事業(市設置)）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 下水道の整備
1

29 3

2,504

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

1,207

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた0

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

0

○

○

○

○

合計

×

○

○

○

○

○

○

×

○

○

○

×

0

工事の完成に伴い，供用開始とな
る地域を対象に地元説明会を開催
し，加入の促進を図る。（地域の
実情を勘案し，集会の範囲を設定
する。）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％

市内下水道加入率（人口
比）

指標化できない成果

計画値

実績値

整備区域内の加入率（人口
比）

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

回

単位

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 0

人件費 1,207

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

下水道啓発事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

一般職員人件費

一般職員人件費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

下水関係の受益者

コスト コスト（千円） コスト（千円）

それぞれの下水道整備手法に理解を得，下水道の適切な使用と加入の促進を図ることにより，生活環境の改善と公共水域の
水質保全を図る。（公共下水道、特定環境保全公共下水道、農業集落排水、浄化槽、コミュニティプラント）

広報掲載，説明会の開催，下水道課へ来客された住民への窓口対応
下水道整備促進補助金の交付（Ｈ19年度からは、分担金の納付年度で納付額を調整する受益者負担制度を統一したため、
この補助金は廃止した。）

財源（千円）

直接事業費 国県補助金等0 0

1,441

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

浄化槽設置促進を図るため市の広
報誌へ掲載を行なう。

年度

人

千円

2.00

0.30

単位当たりコスト①

63.30

－

－

89.00

加入人口÷行政人口（行政人口の減
により加入率が減少することがあ
る）

計画値

実績値

64.9055.00

61.73 62.89

－

33.33% －

210.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

×

一般財源等合計

12.00

25年度

3.00

－

3.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

1.00

啓発（広報発行）
3.00

供用開始説明会

－

実績値

計画値

50.00%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値
加入促進事業

対　前　年　比

件

計画値

コ ス ト

計画値

24.00

合計

人

指　標　名　等

1,063

必要人員

2,504 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

1.00

2.00

3.00

－

84.52 83.70

89.00 89.00

－

218.00

24年度 25年度

271.00

202.00

92.66%

277.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

下水道等の更なる加入促進を図る
排水設備工事の一部を補助する。
新規加入目標 公共60件、特環
30件、農集6件、浄化槽130
件、コミプラ1件、計227件
実績　公共40 特環31 農集14
浄化槽117　計202

目標値
（目標年度）

年度

水洗化人口÷整備区域内人口
（H25整備地区人口を加算により水
洗化率が下がった）

89.00

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

1,207

3.00

H27 年度

年度

H27

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　一昨年度の加入促進補助事業の創設と、消費税率改正前の駆け込
みリフォーム需要により、早期加入の意識が高まった。

解決できていない課題

下水道の水洗化に各種補助金が用意されているが、宅内改修に高額費用
がかかるため、高齢者の年金生活者や独居などで経済的に低位な世帯に
おいては、下水道管接続が進まない傾向にある。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

104

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

下水道関係特別会計21～25

一般職員人件費

建設部　上下水道課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.15

0

0826
（47）1204

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

一般職員人件費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
柿田治宣

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

上本　文生

チェック

　当年度完了予定区域が一部繰越となり、計画の説明会等が出
来なかった。説明会には事業内容を詳細に行い、生活環境の向
上と河川環境保護の必要性を併せて説明することにより、集合
処理区域においては工事完了後速やかに接続いただけるよう準
備を促す。合併浄化槽区域においては、補助金等を活用し早期
の水洗化が図れるよう広報で加入促進を行った。
　受益者分担金を段階制にすることで、早期加入者に対し負担
が軽減でき加入の促進が図れる。
　加入促進補助金の有利性を、工事店の促販に活用されたこと
や、水洗化実施者の口コミにより、受益者の加入意識を高め
た。

　加入促進補助金を工事店の促販で活用してもらい、受益者の
関心を高め、早期加入の促進となった。

　下水道事業の住民への啓発は、生活環境の改善と公共水域の
保全を行うため必要である。
　また、整備促進補助金を交付することにより、早期加入が図
られ生活環境の改善と公共水域の水質保全を図る。

×

款 1

国や県と重複のない事務事業である

1

2.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

平成 16

下水特別会計目１　，　一般会計２

26 3

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

主要施策

款
主な
関連

予算・
事業名

会計名

人

千円

797,926

797,926

0.85

235,778

千円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

市民への情報提供を行っている市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

― 市が管理する浄化槽の数(市設置
分･市への移管分の計）

年度

18.00

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

目標年度に目標を達成できそうである

受益者負担を検証している

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

コスト（千円）

536,056

－

○

○

合計

×

○

○

○

×

×

×

人件費 301,233

有
効
性

○

浄化槽法定検査Cランク件
数

単位 計画値 36.00

件 実績値

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％

浄化槽法定検査Cランク割
合

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

水質分析（BOD）の基準
超過割合

活
動
・
結
果
指
標

水質分析（BOD）測定件
数

単位

単位

箇所

単位

基

対　前　年　比

単位

コスト コスト（千円）

施設の適正な管理を行う。
水の汚れの状況を（BOD）等の測定・分析し、数値基準内での維持管理を行う。
浄化槽の法廷検査を行い、改善の必要なCランクの割合を減少させる。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

7,930 6,839人件費 307,117

24年度 25年度

国県補助金等国県補助金等

296,999

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

施　 策 下水道の整備

26年度

直接事業費 515,945

大事業 下水特別会計大２　，　一般会計３

中事業

21～25

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

下水道使用者及び地域住民

下水道施設の適切な管理を行うことにより、生活環境の改善と公共水域の水質保全を図る。

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

下水道施設管理事業

3 平成

実績値

496,693一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

年度

人

下水道の集合処理施設(処理場)の
数

0.95

単位当たりコスト①

5,460,000

18.00
集合処理管理基数

今後の計画値
（計画年度）

－

161,879,000

145.00

単位当たりコスト②

対　前　年　比

コ ス ト

浄化槽管理基数
計画値 2,716.00

9.00

4.00

105.00

100.00 ―

－

－

―

―

Cランク件数/法定検査受験件数計画値

実績値

1.95

4.36 1.17

56,022.48

%

8.00

21,070,049

―5.00

－

152,157,063

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

369,667,888

2,716.00

－

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている ×

合計

70.00

25年度

18.00

－

－

2,550.00

－

2,717.00

18.00

－

20,537,104.89

－

18.00

100.00%

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値
下水道台帳作成

対　前　年　比

km

計画値

コ ス ト

計画値

77.00

63,581.70

2.00

コ ス ト 326,604,800

2,546.00

6.00

計画値

18,144,711.11

実績値

合計

人

指　標　名　等

226,876

必要人員

523,875 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

151.00

2,730,000.00

年度

262.00

2,633,756.13

400.00%

－

13.00

30.00

超過件数/測定件数

24年度 25年度

6.21 44.65

0.70 6.00

26年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

測定件数=検体数（実績値）

法定検査におけるCランク件数

台帳作成（18処理区管路施設）

目標値
（目標年度）

年度

流入水量の状況に応じた施設維持管理の見直し。

―

――

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

18.00

年度

年度

－

－

改善により予算要求額変更内容

解決できていない課題

下水道管路施設の管洗浄等の実施

上本文生

③

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

改善項目

①

②

主務課長氏名

対　　　象
（誰のために）

105

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

542,895 一般財源等

受益者負担

佐々木　宏

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

項

目

21～25

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

下水特別会計中２～７　，　一般会計１

効
率
性

21～25

市以外が実施主体になりえない事務事業である

下水特別会計款２　，　一般会計４

下水特別会計項１　，　一般会計２

21～25

21～25

電話 チェック 備考欄（留意事項）

合特法による協定の代替業務であるため他業者での管理が難し
い。施設の老朽化が一番の課題であり、大型の機器が故障した
場合、多額の修理費用を必要とするため、定期的なオーバー
ホール等を検討する必要がある。

管路施設等の維持補修が増加傾向にあり、施設の機器修繕に予
算をとれない状況である。そのため、機器等の故障による水質
低下を招かないよう、修繕を効率的に行う必要がある。

○

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

建設部　上下水道課 0826
（47）1204

担当部課

作成者氏名

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

○

○

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

国や県と重複のない事務事業である

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

公共用水域の保全を確保することが、最重要であるため放流水
質の定期的な測定を行い、適正な管理ができていることを把握
する。また、水質報告を基に施設維持管理へ反映させることに
より、機器等の調整を行い経費削減に努める。

○

○

○

○

○

×

×

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円
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Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

2

款
主な
関連

予算・
事業名

会計名

1中事業

平成 16

人

千円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

市民への情報提供を行っている

11,207

11,207

宅内排水設備工事申請件数
(公共)吉田61件・(特環)八千代
24件・甲田22件・向原7件・(農
集)入江3件・国司3件・生田2
件・原田3件・船佐中央2件・向
井原2件・万念喜7件・坂上1件

市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

千円

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

目標年度に目標を達成できそうである

受益者負担を検証している

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

○

○

○

○

合計

○

×

○

○

○

○

財源（千円）

26年度

効
率
性

単位あたりコストを削減することはできない

直接事業費

財源（千円）

人件費

コスト（千円）

9,340

4,231

国県補助金等

受益者負担

－
供用開始説明会

単位 計画値 5.00

回 実績値

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

整備区域内の加入率
（人口比）

活
動
・
結
果
指
標

指定工事店説明会
単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

コスト コスト（千円）

申請書類の確認及び完了検査の実施
指定工事店受付・登録・指定工事店への説明会実施
排水設備改造資金利子補給
下水道等排水設備設置促進補助金申請の受付･交付

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

5,009 4,828

直接事業費 10,261

人件費 8,015

24年度 25年度

国県補助金等

6,340 受益者負担受益者負担

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

排水設備事業

3 平成

主要施策

施　 策 下水道の整備

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

下水道使用者

適正な排水設備の施行を確認する

実績値

6,976一般財源等

人件費

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

60.00 新規6件・更新35件・内容変更
22件・辞退7件

年度

200.00

年度

60.00

人0.60

単位当たりコスト①

305,400

137.00

申請書類の確認及び完了検
査の実施

今後の計画値
（計画年度）

－

－

1.00

単位当たりコスト②

対　前　年　比

コ ス ト

指定工事店受付･登録
計画値 60.00

実績値

2,602,286

63.00

4.00

5.00 1.00

－

－

―

計画値

実績値

41,306.13

106.78%

0.00

――

－

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

一般財源等

2,748,600

合計

50.00

25年度

186.00

11,565,714

－

45.00

－

200.00

－

84,421.27

－

200.00

73.66% －

回 実績値

単位当たりコスト③

実績値
利子補給

対　前　年　比

回

計画値

コ ス ト

計画値

24年度

88.00

46,586.44

1.00

コ ス ト 12,216,000

59.00

6.00

計画値

65,677.42

3.00

合計

人

指　標　名　等

8,930

必要人員

15,270 一般財源等

時間外勤務手当 千円

－

0.00

305,400.00

年度

0.00

0.00%

－

1.00

3.00

24年度 25年度

84.50 84.50

88.00 86.00

26年度
目標値

（目標年度）

年度

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

－

―

―1.00

－

下水処理施設の機器等の使用状況の見直し及び消毒薬品等の一括購
入による経費縮減

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

大型機器等のオーバーホール等及び機器故障による緊急的な修繕などの
対応及び、下水道本管の清掃による詰りの未然防止等の計画的な実施

上本　文生
継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

14,168

200.00

年度

年度

－

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

完了した

縮小して継続する

③

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

優先的に継続する

改善項目

解決できていない課題

①

②

市民のニーズを的確に把握している

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ 106

（47）1204

市民のニーズが適正に反映されている

平成２５年度事務事業

一般管理費

大事業

3.安全で快適な生活環境の創造

電話
山崎　勝宏

0.60

6,153

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

項

目

一般管理費

1

妥
当
性

1

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

国や県と重複のない事務事業である

1 一般管理費

○

備考欄（留意事項）

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

0826
チェック

事務事業の評価（Check）事務事業の概要（Plan）

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

・指定工事店への指導及び書類審査における誤接続等の未然防
止により、不明水対策を強化する。

・人口の減少による使用料金の減収に伴い、適正な維持管理を
行い、経費縮減に努める・

・昨年に引き続き、排水設備設置普及促進補助金制度により、
普及率の向上を目指す。また、供用開始3年を迎える地域に対
し、接続依頼を行うことにより、接続を促し生活環境の改善及
び公共用水域の保全を図る。

・指定工事店制度により、適正な施工及び誤接続等を未然に防
止する。

・下水処理施設において、長寿命化計画等の優先順位に基づい
て、修繕を行うことにより、経費の削減を図る。

○

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

建設部　上下水道課

×

担当部課

作成者氏名

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

○

×

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

○

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

下水道建設事業の終了に伴い、今後更に普及促進に努める必要
がある。

○

○

○

○

○

○

○

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

106 建設部 上下水道課（排水設備事業).xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

○

款 1

国や県と重複のない事務事業である

1

4.00

上本　文生

チェック

　適切な会計処理を行うために，必要な事務である。

　下水道会計は、一般会計と５事業の特別会計があり、集約し
て処理している。特別会計の統合を行えば効率が上がるが，現
状での統合は困難である。
　下水道特別会計は、将来的には企業会計に移行予定である
が、会計制度が複雑になり事務者の育成が必要である。

　適正な会計運営を行うため，予算編成・決算調査、報告・消
費税申告などを行う。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
柿田治宣

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.65

2,383

0826
（47）1204

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

一般職員人件費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

下水道関係特別会計21～25

一般職員人件費

建設部　上下水道課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

107

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　企業会計に向けて施設台帳の作成及び管路台帳等の整理を、経年
継続で整備していく。

解決できていない課題

　安定経営に向けた経営分析を行うためにも施設更新課化計画を具体化
する必要がある。
　併せて、利用料金と施設管理費用の推計を行い、料金改定も含めて経
営基盤の安定化を検討する必要がある。

③

5,487

4.00

H27 年度

年度

H27

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

H27 年度

0.192

－

100.00%

4.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

【会計数４会計】　公共下水道事
業，特環下水道事業，農業集落排
水事業，浄化槽整備事業

目標値
（目標年度）

293,800.00

4.00

24年度 25年度

4.00

4.00

1,053,475

263,368.83

6.00

4.00

－－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

3,703,658

617,276.29688,600.00

6.00

計画値

コ ス ト

計画値

57.00

合計

人

指　標　名　等

2,597

必要人員

6,121

100.00%

－

121,644.49

実績値

単位当たりコスト③

実績値
決算状況調査(決算統計)

対　前　年　比

会計

予算編成
6.00

消費税申告計算

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 814,200

6.00

一般財源等

4,131,600

合計

54.00

25年度

6.00

729,867

－

6.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

－

100.00% －

135,700.00

4.004.00

計画値

－

計画値

実績値

　日々の歳入・歳出事務、会計の運営を行っている。

－

－

人

千円

H276.00

0.70

単位当たりコスト①

1,175,200

26年度

0.675

0.133

人

千円

6.00 【会計数６会計】　一般会計，公
共下水道事業，特環下水道事業，
農業集落排水事業，浄化槽整備事
業，ｺﾐﾆｭﾃｨ・ﾌﾟﾗﾝﾄ整備事業
それぞれの会計において、当初予
算、補正予算が年３回ある。

年度

4.00

H27

3,524

実績値

164一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

適正な会計運営を行う。

各種伝表起票，消費税申告計算，予算編成，決算状況調査

財源（千円）

直接事業費 国県補助金等256 0

24年度 25年度

国県補助金等

一般職員人件費

一般職員人件費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

下水道使用者

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

下水道事業経理事務

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 278

人件費 3,104

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

会計

単位

会計

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

×

264

【会計数５会計】　公共下水道事
業，特環下水道事業，農業集落排
水事業，浄化槽整備事業の申告及
び中間申告。

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

合計

○

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

264

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた100

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

5,843

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

5,231

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 下水道の整備
1

29 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

107 建設部 上下水道課（下水道事業経理事務）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

事務事業名

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
松長将一

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（47）1204

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

一般管理費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

108

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

上本　文生

住民説明会を開催し、住民の意向を確認した上で事業実施して
いる。
また、工事説明会・共用開始説明会を行っている。

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

受益者分担金を段階的にすることで、早期加入者に対し負担が
軽減
でき加入の促進が図れる。また、徴収率を上げることで負担の
公平
性が図れる。

受益者分担金は納付時期により1年以内22万円・2年以内25
万円・
3年以内28万円・3年超30万円と段階的に条件を統一してい
る。
このことにより、事務の効率化が図れる。

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

×

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

×

改善項目

①

②

○

○

○

チェック

受益者分担金を徴収することで、事業の公平性を確保する。ま
た、
平成19年度を移行年度として、平成20年度から分担金の統一
図り
共用開始後の分担金支払い時期により段階的に金額を制定し早
期加入の促進を行っている。このことにより、生活環境の改善
と公共水域の水質保全を図る。

○

○

備考欄（留意事項）

職員の能力開発のための対策は十分になされている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

目的が達成できるような事務事業の内容である

優先的に継続する

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

3,219

年度

○

○

○

○

○

○

－

0.40

1,398

受益者負担を検証している

効
率
性

受益者に分担金を納付してもらうことにより下水道への加入を図り、排水設備の整備により生活環境の向上並びに公共水域
の水質保全を行う。

受益者届・納付時期申出書受付、分担金台帳電算入力、分担金賦課徴収

完了した

縮小して継続する

有
効
性

×

42,960.00

－

国や県と重複のない事務事業である

1

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

目標値
（目標年度） 予算（大事業）名

－

－

年度

徴収金額÷調定金額

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

【下水道関係５会計】分担金の徴
収金額(現年)を記載した

過年度調定額×収納率（過年）

3.00

149,000

47,960.00

49,666.67

－

145.00

51,430.00

－

年度

11

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

コスト

コ ス ト

49.00

合計

人

指　標　名　等

2,126

必要人員

490,000

1.0911.71

449,600.00

－

－

12,285.71

42,960.00

220.00208.00

対　前　年　比

千円

分担金の徴収金額
54,180.00

実績値

単位当たりコスト②

計画値

コ ス ト

計画値

54,180.00

309,000

148.00

0.60

26年度

千円

分担金の賦課
計画値

64,280.00

単位当たりコスト①

コ ス ト 4,016,000

計画値

時間外勤務手当 千円

24年度

184.00

51,430.00

100.00 100.00

100.00 100.00

26年度

－

－ －

14,140.85

128.00

495.00

465.00 128.00

64,280.00

10,300.00

30.00 －

－

－

100.00

24年度 25年度

30.00

6.06 2.10

30.00

－

30.00 徴収金額÷調定金額

年度

7一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

11

【下水道関係５会計】分担金の調
定件数(現年)を記載した

人件費 受益者負担

年度

300.00

今後の計画値
（計画年度）

210.00

一般財源等合計

33.00

25年度

284.00

2,580,000

一般財源等

人

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

活
動
・
結
果
指
標

分担金の調定金額(現年)
単位

単位

件

単位

千円

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

24年度

2,883

実績値

千円 実績値

単位当たりコスト③

実績値

5,009

753,000

分担金の徴収金額(過年)

下水道排水処理施設の利用者（受益者）

コスト（千円） 財源（千円）コスト（千円）

平成 16

施　 策 下水道の整備
1

直接事業費

25年度

一般管理費

一般管理費

総務費

総務管理費

款 1

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
分担金徴収率(過年)

指標化できない成果

計画値

実績値
分担金徴収率(現年)

指　標　名

計画値

実績値

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

○

○

○

○

合計

中事業

1,821

26年度

千円

人

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

専門性をもった人材を活用できている

○

○

直接事業費 0

年度

5,009

0

3,219人件費

直接事業費国県補助金等0

分担金の調定金額(過年)
単位 計画値 495.00

千円 実績値 465.00

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

4

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

下水道分担金賦課・徴収事業
建設部　上下水道課担当部課

作成者氏名

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

3 平成

コスト（千円）財源（千円） 財源（千円）

大事業

25 3

国県補助金等

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

108 建設部 上下水道課（下水道分担金賦課・徴収業務）.xlsx



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 下水道の整備
1

29 3

5,843

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

5,231

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた2,075

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

5,496

○

○

○

○

合計

○

○

○

○

○

○

○

×

×

×

×

5,496

下水道関係5会計使用料の調定件
数（現年）を記載した。
下水接続や浄化槽設置により増加
する。

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

4,796.00 －
使用料の調定金額（過年）

単位 計画値 3,640.00

千円 実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
使用料の徴収率（過年）

指標化できない成果

計画値

実績値
使用料の徴収率（現年）

活
動
・
結
果
指
標

使用料の調定金額（現年）
単位

単位

件

単位

千円

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 4,454

人件費 6,021

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

下水道使用料賦課・徴収事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

一般管理費

一般管理費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

下水道使用者

コスト コスト（千円） コスト（千円）

使用者から適正な使用料を賦課し、徴収を行う。

申請書の受付・入力、口座振替依頼書入力、調定の確認、納付書発行、口座振替処理、消込、滞納整理

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等5,414

4,275

実績値

3,421一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

調定金額×徴収率

年度

311,081.00

人

千円

321,375.00

0.70

単位当たりコスト①

616,000

320,000.00

各会計において、窓口・料金業務の委託を7,170千円行う。

35.00

4,867.00

4,890.00 5,267.00

－

－

30.00

99.00

24年度実績値から下方修正計画値

実績値

40.00

31.82 28.35

－

104.09% －

87.52

1,580.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等

1,308,000

合計

54.00

25年度

46,928.00

4,258,000

－

317,440.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 4,107,000

48,847.00

使用料の徴収金額（現年）
310,148.00

使用料の賦課件数

－

実績値

計画値

101.84%

－

87.17

千円 実績値

単位当たりコスト③

実績値
使用料の徴収金額（過年）

対　前　年　比

千円

計画値

コ ス ト

計画値

57.00

合計

人

指　標　名　等

6,022

必要人員

10,297 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

1,384,000

4.234.07

327,299.00

326,700.00

46,000.00

330,000.00

－

99.48 99.42

99.00 99.00

－

323,031.00

406.06

1,517.00

24年度 25年度

1,736.00

1,360.00

639,000

329,215.00

469.85

89.65%

1,711.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

下水道関係5会計使用料の調定金
額（現年）を記載した。

下水道関係5会計使用料の調定金
額（過年）を記載した。

調定金額×徴収率

目標値
（目標年度）

年度

24年度と同様に99％以上を目指
す

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

10,645

45,000.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

109

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

建設部　上下水道課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.65

4,624

0826
（47）1204

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

一般管理費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
下野　直生

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

上本　文生

チェック

適正に使用料を賦課・徴収し、徴収率を上げることで負担の公
平性を図る。使用開始時や使用者変更時には、口座振替制度に
ついて説明し納付の利便性を図る。悪質な滞納者には、水道給
水停止時に同行し、滞納料金の徴収を行った。

平成１８年度に使用料統一を行い、24年度から下水の窓口業
務を民間委託し、事務の効率化を図った。

施設を管理運営していく上で、使用料の徴収は不可欠であり、
市民の理解を得ながら料金の設定について検討していく必要が
ある。人数制の場合は人数による認定水量で算定しているた
め、世帯人数の把握を的確に行う必要がある。世帯人数が実態
と異なる場合は、減免申請により人数の変更を行うことで実態
に合った料金とした。また、使用料は施設管理費の一部に充て
ており、料金収入を上げることで管理運営を行い、生活環境の
改善と公共水域の水質保全を図る。

○

款 1

国や県と重複のない事務事業である

1

49,000.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

109 建設部 上下水道課（下水道使用料賦課・徴収業務).xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

○

○

款 4

国や県と重複のない事務事業である

2

―

上本文生

チェック

し尿の適正な処理は、生活環境衛生の保全を行う上で必要不可
欠な事業である（市の固有事務）。

し尿収集は、下水道の整備による減少しており、効率性の面は
悪くなっている現状である。し尿収集業者への措置として、
「下水道の整備等に伴う一般廃棄物処理業者等の合理化に関す
る特別措置法」（合特法）の協定により収集業を実施してお
り、今後とも業者との協議を重ねていく必要がある。

計画的な収集を行うことで、清潔で快適な暮らしを確保し生活
環境の保全を図る。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
吉川　晃彦

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.70

787

0826
（47）1204

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

し尿処理事業費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

衛生費

清掃費

建設部　上下水道課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

110

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

5,673

12,400.00

H25 年度

年度

H25

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

徴収額÷調定額90.00

－

年度－

―

―

984.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

調定額×徴収率

目標値
（目標年度）

76,769.00

687.70

919.00

24年度 25年度

984.00

621.00

568,000

73,637.00

914.65

―

11,780.00

―

－

98.99 98.28

99.50 99.50

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

1,706,000

23.5724.94

72,370.00

計画値

コ ス ト

計画値

61.00

合計

人

指　標　名　等

1,216

必要人員

6,311

－

292.80

千円 実績値

単位当たりコスト③

実績値

し尿収集手数料徴収額
（過年）

対　前　年　比

千円

し尿収集手数料徴収額
（現年）

78,008.00

し尿収集手数料賦課徴収件
数

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 3,786,000

11,653.00

一般財源等

1,893,000

合計

58.00

25年度

12,119.00

3,412,000

73,349.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

－

－

312.40

――

計画値

－

計画値

実績値

55.0060.00

53.63 40.23

60.00

1,762.00

1,691.00 ―

－

－

60.00

99.00

徴収額÷調定額

78,400.00

人

千円

H2575,900.00

0.75

単位当たりコスト①

632,000

73,718.00

26年度

人

千円

― 調定額×徴収率

年度

―

H25

5,095

実績値

▲ 4一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

使用者に対し、し尿収集手数料の賦課・徴収を行う

収集データ取込、調定作成、納付書発行、消し込み、滞納整理

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等40

24年度 25年度

国県補助金等

し尿処理費

し尿処理費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

汲み取りトイレの使用者

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

し尿収集事業

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 51

人件費 4,886

活
動
・
結
果
指
標

し尿収集手数料調定額
（現年）

単位

単位

件

単位

千円

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％

し尿収集手数料徴収率
（過年）

指標化できない成果

計画値

実績値

し尿収集手数料徴収率
（現年）

指　標　名

1,544.00 －

し尿収集手数料調定額
（過年）

単位 計画値 1,762.00

千円 実績値

26年度

×

54

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

○

×

×

○

○

○

○

○

○

合計

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

54

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた58

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

6,260

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

5,633

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 下水道の整備
1

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

110 建設部 上下水道課（し尿収集手数料賦課・徴収事業）.xls



月 ～ 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

×

○

款 1

国や県と重複のない事務事業である

1

1.00

上本　文生

チェック

毎年、生活排水処理実施計画を公示する必要がある。

協定に基づく代替業務は、し尿収集の委託性・下水道施設の維
持管理、浄化槽の維持管理、その他可能な業務としている。
今後も協議を重ね、費用の削減について検討を行う。

市民のニーズ・財政状況・費用対効果などにより、生活排水処
理計画を見直し、実態に合った計画の策定を行うことは、市民
全体の生活環境の改善と公共水域の保全を行うために必要な事
業である。
また、下水道の整備によって減少するし尿収集は、業者への措
置として、合特法に基づく協定により実施しており、今後とも
協議を重ねていく必要がある。
実施内容の検証については、他の自治体は参考にはしていな
い。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
高藤　誠

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.30

1,048

0826
（42）1204

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

一般管理費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

建設部　上下水道課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

111

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

2,414

1.00

年度

年度

H27

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

水洗化人口÷整備区域内人口90.00

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

12.00

1.00

－

84.50 83.70

88.00 88.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

2,114,000

302,000.00551,000.00

7.00

計画値

コ ス ト

計画値

24.00

合計

人

指　標　名　等

1,464

必要人員

2,504

175.00%

－

300,000.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

し尿収集業者との協議
12.00

生活排水実態調査

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 300,000

1.00

一般財源等

2,204,000

合計

25.00

25年度

1.00

300,000

－

12.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

－

100.00% －

300,000.00

計画値

－

計画値

実績値 －

－

88.00

人

千円

H274.00

0.30

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

毎月１回の協議を予定する。
協議事項発生後その都度協議す
る。

年度

1.00

H27

1,040

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

全市民　生活排水処理計画により適正な排水処理を行う。また、し尿収集業者と「下水道の整備等に伴う一般廃棄物処理業
等の合理化に関する特別措置法」(以下合特法という)に基づく対応を協議し、し尿収集等の適正化を図る

生活排水計画の作成、合特法に基づく対応協議

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等0

24年度 25年度

国県補助金等

一般管理費

一般管理費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

全市民及びし尿収集業者

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

各種計画推進事業

3

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 0

人件費 1,366

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

回

単位

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

整備区域内の加入率（人
口）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

×

0

毎年１回実施計画告示に向け実態
を調査する

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

○

×

×

○

×

○

○

○

○

合計

×

×

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

0

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた0

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

2,504

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,414

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

16

施　 策 下水道の整備
1

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

111 建設部 上下水道課（各種計画推進事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

○

○

款 4

国や県と重複のない事務事業である

2

―

上本　文生

チェック

し尿の適正な処理は、生活環境衛生の保全を行う上で必要不可
欠な事業である（市の固有事務）。

し尿収集は、下水道の整備による減少しており、効率性の面は
悪くなっている現状である。し尿収集業者への措置として、
「下水道の整備等に伴う一般廃棄物処理業者等の合理化に関す
る特別措置法」（合特法）の協定により収集業を実施してお
り、今後とも業者との協議を重ねていく必要がある。

計画的な収集を行うことで、清潔で快適な暮らしを確保し生活
環境の保全を図る。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
吉川　晃彦

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.65

10,955

0826
（42）1204

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

し尿処理事業費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

衛生費

清掃費

建設部　上下水道課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

112

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

79,031

4,856,000.00

H25 年度

年度

H25

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

―

4,516,000.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

79,122,000

6,246.806,758.41

12,666.00

計画値

コ ス ト

計画値

96.00

合計

人

指　標　名　等

17,328

必要人員

89,169

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

し尿収集件数
13,100.00

し尿収集量

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

4,677,550.00

一般財源等

89,353,000

合計

54.00

25年度

4,889,930.00

－

13,000.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

－

－

－

計画値

－

計画値

実績値

し尿収集により清潔で快適な暮らしが出来ている。

－

－

人

千円

H2513,221.00

0.65

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

― 下水道の整備により、し尿収集は
年々減少している。

年度

―

H25

71,841

実績値

▲ 4,988一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

計画的にし尿収集を行うことで、使用者の清潔で快適な暮らしを確保し生活環境の保全を行う。

電話受付、入力、定期収集指示、臨時収集指示

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等73,800

24年度 25年度

国県補助金等

し尿処理費

し尿処理費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

汲み取りトイレ利用者

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

し尿収集事業

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 82,908

人件費 68,076

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

ℓ

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

×

76,249

下水道の整備により、し尿収集は
年々減少している。

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

○

×

×

○

○

○

○

○

○

合計

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

76,249

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた81,237

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

6,261

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

5,231

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 下水道の整備
1

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

112 建設部 上下水道課（し尿収集事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 24

施　 策 下水道の整備
2

28 3

10,383

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

10,059

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

143,202

○

○

○

○

合計

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

143,202

年末・年始及びｺﾞｰﾙﾃﾞﾝｳｨｰｸ等の
長期休日も24時間の連続運転計
画
365日　執行額による1日当たり
の単価

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

mg/ℓ

単位

g/㎥・N

ばい煙測定
（煤塵濃度）

指標化できない成果

計画値

実績値
放流水質測定（BOD)

活
動
・
結
果
指
標

炭化肥料利用率
単位

単位

日

単位

ℓ

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 93,310

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

清流園管理運営事業

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

し尿処理費

し尿処理施設の管理に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市内の全市民及び市内全域の施設利用者

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

し尿や汚泥を適正で安全に処理することにより、市内全域の家庭及び施設利用者に公害のない安全・安心で衛生的な生活環
境を確保する

・収集搬入された汚泥及びし尿を適正に処理し、安全な放流水質の確保と資源再生品である炭化肥料の利用促進を図る
・法で定められた、ばい煙・臭気・処理水等の排出基準値の遵守
・施設の維持管理受託業者の指導・監督

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等121,861

実績値

1.25

143,202一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

27,740,000.00 計画値：処理能力76kℓ/日×365日

実績値：H26.３末

年度

365.00

80.00

人

千円

21,137,890

1.25

単位当たりコスト①

80.00

0.25

－

－

0.25

5.00

計画値（大気汚染防止法排出基準
値）以下であること

計画値

実績値

0.250.25

0.0010 0.0005

－

100.00% －

284,090.41

100.00100.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

○

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等

103,693,000

合計

104.00

25年度

365.00

121,861,000

－

27,740,000

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 103,693,000

365.00

総処理量
27,740,000

稼働日数

－

実績値

計画値

100.23%

－

333,865.75

％ 実績値

単位当たりコスト③

実績値

汚泥再生処理センター
稼働率

対　前　年　比

％

計画値

コ ス ト

計画値

113.00

合計

人

指　標　名　等

103,693

必要人員

103,693 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

121,861,000

5.754.91

21,186,040

27,740,000

365.00

80.00

－

1.20 1.20

5.00 5.00

－

113.01

76.20

24年度 25年度

100.00

77.40

98.61

101.57%

100.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

配布数量（袋）/生産数量（袋）
(H26.3.31現在：配布4,384袋、生
産3,661袋)

実績値/年間処理能力
H26.３末（3６５日）

目標値
（目標年度）

年度

計画値：設定目標値５mg/ℓ以下
実績値：BOD分析合計値/分析回
数

5.00

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

131,920

365.00

H28 年度

年度

H28

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

113

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

衛生費

清掃費

建設部　上下水道課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

現場管理費用節減への取り組みをしている

－

1.25

131,920

0826
（47）1204

3 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

清流園管理運営事業

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
吉岡　正典

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

上本文生

チェック

・３年間の実証運転期間（H25年度）終了後に備え、維持管理
業務の受託が内定している市内業者が実地研修として3名及び
業務引継として２名の職員を派遣している
・施設の維持管理に要する技術の専門性が高いことにより、プ
ラントの継続的かつ安定的な稼働に必要な人材及び適切な管理
運営体制の確保が課題となる

・高圧電源受電室AC：11月～５月OFF. 設定温度23℃⇒
30℃
・薬品類及び燃料使用量節減への協力要請
・節電意識の徹底
・維持修繕計画の内容の検討及び契約を個別発注から年間を通
しての包括発注としたことにより2,368千円の節減ができたが
年数の経過に比例して修繕費全体の費用は増加する
・３年間の実証運転期間（H25年度）終了以後の管理コストの
増大が懸念される

し尿・浄化槽汚泥を適正に処理し、市内全域の清潔で快適な生
活環境を確保するため必要かつ重要な施設である。

・処理施設であり市民参画という手法をとることが難しい

○

○

款 4

国や県と重複のない事務事業である

2

365.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

113 建設部 上下水道課（清流園管理運営事業）.xls


